
令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 1 4

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1 46 45 ↑

2 2,392 2,591 ↓

3
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 1

事業名 環境衛生経費
会計
一般

事業内容

環境保全活動や環境美化活動にかかる広報・啓発を推進し、環境保全意識の高揚を図る。
町内における環境測定結果の報告及び「桑名・員弁広域環境基本計画」の内容を協議するため、東員町環
境審議会を開催する。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-5　環境衛生対策の推進 係名

事業
目的 対象 住民

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

環境保全活動や環境美化活動にかかる広報・啓発を推
進し、環境保全意識の高揚を図る。

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

環境活動団体数 47 団体 50
公共施設のＣＯ₂排出量 2,436 t-CO₂/年 2,457

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 304 694 2,427

　　　　　うち一般財源 304 694 2,427
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞

（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｂ必要性は変わらない 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性
Ｂ町が担うとともに、町民

協働を進めるべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

②R6年度
に実施し
た取り組
み

環境審議会専門部会は廃止。企業委員は引き続
き環境審議会委員として継続いただくことと
なった。
地方公共団体実行計画策定・管理等支援システ
ム（LAPSS）による二酸化炭素排出量算出を開始
した。

④今後の改
善計画

特になし

総合評価 Ⅱ　継　続（事業内容の現状が最良でこのまま継続すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

今後の環境審議会委員について要検
討。専門部会にて参画いただいた企業
委員に継続いただきたい。

③取組の課
題

特になし



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 一般財源 597

環境保全活動や環境美化活動に関する事業

・経常経費【597千円】
　　内訳（主なもの）　報酬（152千円）委員報酬
　　　　　　　　　　　旅費（5千円）費用弁償
　　　　　　　　　　　需用費（228千円）一般消耗品、燃料費、修繕料等
　　　　　　　　　　　役務費（22千円）手数料、保険料等
　　　　　　　　　　　負担金（190千円）桑名・員弁広域連合負担金

622

環境保全活動や環境美化活動に関する事業

・経常経費【622千円】
　　内訳（主なもの）　報酬（152千円）委員報酬
　　　　　　　　　　　旅費（5千円）費用弁償
　　　　　　　　　　　需用費（228千円）一般消耗品、燃料費、修繕料等
　　　　　　　　　　　役務費（40千円）手数料、保険料等
　　　　　　　　　　　負担金（190千円）桑名・員弁広域連合負担金
　　　　　　　　　　　公課費（7千円）公用車重量税等

R10 事業費(千円) 597 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R9 事業費(千円) 622 国補助 県補助

その他 一般財源 597

環境保全活動や環境美化活動に関する事業

・経常経費【597千円】
　　内訳（主なもの）　報酬（152千円）委員報酬
　　　　　　　　　　　旅費（5千円）費用弁償
　　　　　　　　　　　需用費（228千円）一般消耗品、燃料費、修繕料等
　　　　　　　　　　　役務費（22千円）手数料、保険料等
　　　　　　　　　　　負担金（190千円）桑名・員弁広域連合負担金

2,427

環境保全活動や環境美化活動に関する事業

・軽トラック購入費　【1,817千円】
・経常経費【610千円】
　　内訳（主なもの）　報酬（152千円）委員報酬
　　　　　　　　　　　旅費（4千円）費用弁償
　　　　　　　　　　　需用費（228千円）一般消耗品、燃料費、修繕料等
　　　　　　　　　　　役務費（36千円）手数料、保険料等
　　　　　　　　　　　負担金（190千円）桑名・員弁広域連合負担金

R8 事業費(千円) 597 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R7 事業費(千円) 2,427 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-1

事業名 環境衛生経費



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 1 4

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1 90 84 ↑
2
3
4
5

事業名 狂犬病予防対策経費
会計
一般

事業内容

狂犬病予防法により、狂犬病の発生及び蔓延を防止するため、犬の飼い主に義務付けられた犬の登録と予
防接種率の向上を図り、注射済票の交付を行ない、環境被害のない健全な生活環境を作る。
また、畜犬所有者の転出入者の取り扱い、各市町村・保健所からの照会への対応、原簿登録の管理を行っ
ている。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために

事業
目的 対象 犬の飼い主

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

狂犬病の発生及び蔓延を防止するため、畜犬登録を行
い予防接種率の向上を図り、環境被害のない健全な生
活環境を作る。

課名 みらい環境課

施　策

事務事業Ｎｏ． 7- 2

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

狂犬病予防注射接種率 88 % 96

9-5　環境衛生対策の推進 係名

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 859 652 822

　　　　　うち一般財源 0 0 0
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞

（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｂ必要性は変わらない 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性
Ｂ町が担うとともに、町民

協働を進めるべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ｂ削減の余地がややある

②R6年度
に実施し
た取り組
み

三重県実施のＴＮＲ事業について視
察。 ④今後の改

善計画

マイクロチップ義務化対応を検
討。
ＴＮＲ事業は県との協働を検討し
ていく。

総合評価 Ⅱ　継　続（事業内容の現状が最良でこのまま継続すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

マイクロチップ義務化への対応は三重県下市町の動向
を見極め効率的な運用を図る。
ＴＮＲ事業は実施方法等について改善を検討。 ③取組の課

題

R4.6.1よりペットショップ等で販売す
る犬猫へのマイクロチップ装着が義務
化されているが、他市町との連携体制
が整っておらず、登録システムの整備
も未了。



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 842 一般財源 0

狂犬病予防法による犬の登録事務やＴＮＲに関する事業

・経常経費【842千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（89千円）鑑札、一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（696千円）郵送代、登録手数料、ＴＮＲ手術手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（57千円）畜犬管理システムサポート料等

0

狂犬病予防法による犬の登録事務やＴＮＲに関する事業

・経常経費【822千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（69千円）鑑札、一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（696千円）郵送代、登録手数料、ＴＮＲ手術手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（57千円）畜犬管理システムサポート料等

R10 事業費(千円) 842 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 822 一般財源R9 事業費(千円) 822 国補助 県補助

その他 822 一般財源 0

狂犬病予防法による犬の登録事務やＴＮＲに関する事業

・経常経費【822千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（69千円）鑑札、一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（696千円）郵送代、登録手数料、ＴＮＲ手術手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（57千円）畜犬管理システムサポート料等

0

狂犬病予防法による犬の登録事務やＴＮＲに関する事業

・経常経費【822千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（69千円）鑑札、一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（696千円）郵送代、登録手数料、ＴＮＲ手術手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（57千円）畜犬管理システムサポート料等

R8 事業費(千円) 822 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 822 一般財源R7 事業費(千円) 822 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-2

事業名 狂犬病予防対策等経費



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 1 5

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1
2
3
4
5

②R6年度
に実施し
た取り組
み

太陽光発電設備補助金を実施。

④今後の改
善計画

公共施設について、再エネ設備
設置を検討し、計画化する事業
を実施する。

総合評価 Ⅰ　拡　充（事業内容を現在の規模を超えて拡充すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

町内中小企業向けの事業実施を検討す
る。
省エネ・創エネ施設の導入・補助を実
施する。

③取組の課
題

脱炭素循環型社会形成の必要性
をもっと広くの職員や住民、企
業が認識すること。

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞
（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 A 必要性は高まると考えられる 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性
Ｂ町が担うとともに、町民

協働を進めるべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

　　　　　うち一般財源 2,458 165 2,751

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 11,142 2,824 19,995

財源
内訳

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和７年度（目標）

事業内容

脱炭素循環型社会形成に向けた事業を展開する。
太陽光発電設備等に補助金を交付する。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-4　低炭素・循環型社会の形成 係名

事業
目的 対象 住民

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

地球温暖化対策に向けたCo2排出量削減など脱炭素循環
型社会活動への意識高揚を図る。

事務事業Ｎｏ． 7- 3

事業名 脱炭素・循環型社会形成事業
会計
一般



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 一般財源 241

地球温暖化対策、ゼロカーボン実現計画等に関する事業

・太陽光発電設備等設置費補助金交付事業【1,744千円】
・公共施設等太陽光発電設備導入事業
・経常経費【241千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（109千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（120千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（12千円）手数料

241

地球温暖化対策、ゼロカーボン実現計画等に関する事業

・太陽光発電設備等設置費補助金交付事業【1,744千円】
・公共施設等太陽光発電設備導入事業
・経常経費【241千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（109千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（120千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（12千円）手数料

R10 事業費(千円) 1,985 国補助 県補助 1,744 地方債

1,744 地方債 その他 一般財源R9 事業費(千円) 1,985 国補助 県補助

その他 一般財源 22,681

地球温暖化対策、ゼロカーボン実現計画等に関する事業

・太陽光発電設備等設置費補助金交付事業【1,744千円】
・公共施設群マイクログリッド可能性調査及び基本設計業務【22,440千円】
・経常経費【241千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（109千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（120千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（12千円）手数料

2,751

地球温暖化対策、ゼロカーボン実現計画等に関する事業

・太陽光発電設備等設置費補助金交付事業【1,744千円】
・省エネ家電購入応援キャンペーン事業【8,000千円】
・公共施設等再生可能エネルギー設備導入可能性調査【10,010千円】環境省補助事業（3/4）
・経常経費【241千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（109千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（120千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　　役務費（12千円）手数料

R8 事業費(千円) 24,425 国補助 県補助 1,744 地方債

1,744 地方債 その他 一般財源R7 事業費(千円) 19,995 国補助 15,500 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-3

事業名 脱炭素循環型社会形成事業



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 1 5

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1 96 99 ↑
2
3
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 4

事業名 公害対策経費
会計
一般

事業内容

環境保全活動にかかる広報・啓発を推進し、環境保全意識の高揚を図る。
公害等環境問題への対応として、水質汚濁をはじめ、騒音、悪臭、振動などの公害に対する監視・指導を
推進し、未然防止及び適切な対応を図るため、環境基本法令等により、町内における水質検査等の環境測
定を定期的に実施する。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-5　環境衛生対策の推進 係名

事業
目的 対象 住民

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

環境保全活動にかかる広報・啓発を推進し、環境保全
意識の高揚を図る。

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

環境測定値の基準値内率 96 ％ 92

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 4,910 5,101 5,737

　　　　　うち一般財源 4,910 5,101 5,737
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞

（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｂ必要性は変わらない 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性 Ａ町が担うべき 効率性
対象者の適切性 Ｃ対象が広すぎる

コストの削減 Ｂ削減の余地がややある

②R6年度
に実施し
た取り組
み

環境調査項目や頻度について、環境審
議会に諮り、より効率的で時勢に沿う
内容に見直した。

④今後の改
善計画

県環境室と連携し、知識向上を
図る。

総合評価 Ⅲ　要改善（少しでも事業内容に改善の余地があり取り組むべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

調査項目や頻度について環境審議会に
諮り、最も効率的な調査を目指す。 ③取組の課

題

調査結果を検証する際、専門的
な知識が不足している。



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 一般財源 5,737

公害対策や環境問題対策に関する事業

・経常経費【5,737千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（12千円）一般消耗品
　　　　　　　　　　　委託費（5,725千円）環境測定委託料等

5,737

公害対策や環境問題対策に関する事業

・経常経費【5,737千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（12千円）一般消耗品
　　　　　　　　　　　委託費（5,725千円）環境測定委託料等

R10 事業費(千円) 5,737 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R9 事業費(千円) 5,737 国補助 県補助

その他 一般財源 5,737

公害対策や環境問題対策に関する事業

・経常経費【5,737千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（12千円）一般消耗品
　　　　　　　　　　　委託費（5,725千円）環境測定委託料等

5,737

公害対策や環境問題対策に関する事業

・経常経費【5,737千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（12千円）一般消耗品
　　　　　　　　　　　委託費（5,725千円）環境測定委託料等
　　　　　　　　　　　※測定項目見直しによる減額

R8 事業費(千円) 5,737 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R7 事業費(千円) 5,737 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-4

事業名 公害対策経費



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 1 6

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1 98 96 ↑
2
3
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 5

事業名 斎苑管理運営経費
会計
一般

事業内容

施設の安定した稼動と利用者サービスを行う。
東員町斎苑は昭和６１年に竣工し、３５年以上が経過した。東員町斎苑中長期整備計画及び東員町斎苑個
別施設計画のもと、計画的な修繕と改修を行い施設の長寿命化を図る。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-5　環境衛生対策の推進 係名

事業
目的 対象 利用者

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

施設の安定した稼動とサービス提供ができている。

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

葬祭場・斎苑に対する満足度 100 ％ 95

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 21,995 52,036 22,619

　　　　　うち一般財源 12,765 11,776 15,302
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞
（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｂ必要性は変わらない 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性 Ａ町が担うべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適正である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

②R6年度
に実施し
た取り組
み

空調設備改修工事を実施した。

④今後の改
善計画

斎苑中長期整備計画及び斎苑個
別施設計画に基づき、計画的に
改修していく。

総合評価 Ⅱ　継　続（事業内容の現状が最良でこのまま継続すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

空調設備改修工事を実施する。その後
も、斎苑中長期整備計画及び斎苑個別
施設計画に基づき、計画的に改修して
いく。

③取組の課
題

特になし



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 7,300 一般財源 18,803

東員町斎苑の管理運営に関する事業
東員町斎苑中長期整備計画（平成28年度策定）及び東員町斎苑個別施設計画（平成30年度策定）に基
づき、60年使用できる長寿命化を目的とした施設の計画的な改修を行う。
・火葬業務管理委託【13,200千円】3年契約　3年目（債務負担行為）
・その他経常経費【12,903千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（8,997千円）光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（159千円）電話料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,451千円）施設保守点検委託等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（76千円）清掃用具借上料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（220千円）火葬場使用料補助金

18,803

東員町斎苑の管理運営に関する事業
東員町斎苑中長期整備計画（平成28年度策定）及び東員町斎苑個別施設計画（平成30年度策定）に基
づき、60年使用できる長寿命化を目的とした施設の計画的な改修を行う。
・火葬業務管理委託【13,200千円】3年契約　2年目（債務負担行為）
・その他経常経費【12,903千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（8,997千円）光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（159千円）電話料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,451千円）施設保守点検委託等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（76千円）清掃用具借上料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（220千円）火葬場使用料補助金

R10 事業費(千円) 26,103 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 7,300 一般財源R9 事業費(千円) 26,103 国補助 県補助

その他 7,300 一般財源 18,803

東員町斎苑の管理運営に関する事業
東員町斎苑中長期整備計画（平成28年度策定）及び東員町斎苑個別施設計画（平成30年度策定）に基
づき、60年使用できる長寿命化を目的とした施設の計画的な改修を行う。
・火葬業務管理委託【13,200千円】3年契約　1年目（債務負担行為）
・その他経常経費【12,903千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（8,997千円）光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（159千円）電話料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,451千円）施設保守点検委託等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（76千円）清掃用具借上料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（220千円）火葬場使用料補助金

15,302

東員町斎苑の管理運営に関する事業
東員町斎苑中長期整備計画（平成28年度策定）及び東員町斎苑個別施設計画（平成30年度策定）に基
づき、60年使用できる長寿命化を目的とした施設の計画的な改修を行う。
・火葬業務管理委託【9,716千円】3年契約　3年目（債務負担行為）
・その他経常経費【12,903千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（8,997千円）光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（159千円）電話料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,451千円）施設保守点検委託等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（76千円）清掃用具借上料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（220千円）火葬場使用料補助金

R8 事業費(千円) 26,103 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 7,317 一般財源R7 事業費(千円) 22,619 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-5

事業名 斎苑管理運営経費



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 1 7

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1
2
3
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 6

事業名 墓地公園管理運営経費
会計
一般

事業内容

やすらぎのあるより良い環境づくりを進め、墓地公園が気持ちよく利用できるよう、使用者からの管理料
を財源として、適正な維持管理を行う。
また、使用者から返還された区画（空き区画）については、随時募集を行い、新たな使用者を決める。
墓地公園の適正な管理に必要な財源を確保する。
墓地公園使用者から納付される管理料を基金として積み立て、墓地公園管理運営経費の財源とする。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-5　環境衛生対策の推進 係名

事業
目的 対象 墓地公園利用者

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

やすらぎのあるより良い環境づくりを進め、墓地公園
利用者が気持ちよく過ごせるよう計画的な維持管理を
行う。

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 6,188 4,839 6,517

　　　　　うち一般財源 2,968 1,879 3,239
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞
（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｃ必要性は低下すると考えられる 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性
Ｃ民間企業やＮＰＯで担う

べき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適正である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

②R6年度
に実施し
た取り組
み

特になし

④今後の改
善計画

損益分岐点を明確にし、必要に
応じて管理費等を縮減する。

総合評価 Ⅴ　民間・ＮＰＯ（民間企業やＮＰＯ、自治会などで代替可能である）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

損益分岐点を明確にし、必要に応じ
て管理費等を縮減する。 ③取組の課

題

墓地公園は使用者の使用料で管理
運営されており、このまま空き区
画が増加する一方では管理運営費
が捻出できなくなる可能性があ
る。



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 3,438 一般財源 3,239

東員町墓地公園の管理運営に関する事業（経常経費は、墓地公園管理基金から繰入）

・経常経費【6,677千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（210千円）光熱水費、修繕費等
　　　　　　　　　　　役務費（5千円）点検手数料
　　　　　　　　　　　委託料（2,903千円）管理委託等
　　　　　　　　　　　永代使用料還付金（3,139千円）
　　　　　　　　　　　管理料還付金（232千円）
　　　　　　　　　　　積立金（188千円）再貸付分

3,239

東員町墓地公園の管理運営に関する事業（経常経費は、墓地公園管理基金から繰入）

・管理料徴収に関する経費【13,130千円】※5年に1度、一斉徴収
　　役務費（130千円）郵送料
　　基金元金積立金（13,000千円）管理料徴収分
・経常経費【6,467千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（210千円）光熱水費、修繕費等
　　　　　　　　　　　役務費（5千円）点検手数料
　　　　　　　　　　　委託料（2,903千円）管理委託等
　　　　　　　　　　　永代使用料還付金（3,139千円）
　　　　　　　　　　　管理料還付金（0千円）※管理料一斉徴収年のため
　　　　　　　　　　　積立金（210千円）再貸付分

R10 事業費(千円) 6,677 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 16,358 一般財源R9 事業費(千円) 19,597 国補助 県補助

その他 3,200 一般財源 3,239

東員町墓地公園の管理運営に関する事業（経常経費は、墓地公園管理基金から繰入）

・管理料徴収に関する経費【60千円】※5年に1度、一斉徴収
　　需用費（60千円）封筒印刷料※前年度に作成
・経常経費【6,379千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（210千円）光熱水費、修繕費等
　　　　　　　　　　　役務費（5千円）点検手数料
　　　　　　　　　　　委託料（2,903千円）管理委託等
　　　　　　　　　　　永代使用料還付金（3,139千円）
　　　　　　　　　　　管理料還付金（0千円）※管理料一斉徴収前年のため
　　　　　　　　　　　積立金（122千円）再貸付分

3,239

東員町墓地公園の管理運営に関する事業（経常経費は、墓地公園管理基金から繰入）

・経常経費【6,517千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（210千円）光熱水費、修繕費等
　　　　　　　　　　　役務費（5千円）点検手数料
　　　　　　　　　　　委託料（2,903千円）管理委託等
　　　　　　　　　　　永代使用料還付金（3,139千円）
　　　　　　　　　　　管理料還付金（116千円）
　　　　　　　　　　　積立金（144千円）再貸付分

R8 事業費(千円) 6,439 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 3,278 一般財源R7 事業費(千円) 6,517 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-6

事業名 墓地公園管理運営経費



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 2 1

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1 183 179 ↓
2 32 61 ↓
3 ]
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 7

事業名 塵芥処理経費
会計
一般

事業内容

広域的な処理体制のもと、ごみの適正排出、分別の徹底を行い関係法令に即した効率的で衛生的な分別収
集体制の中で、委託業者により一般家庭から排出される、可燃ごみ、不燃ごみ、プラスチックごみを収集
する。
また、粗大ごみについては、個人が年４回、家具・布団類・金属・小型家電等回収場所の分類に分けた搬
入を行ない、町で処分する。
不法投棄については、啓発車両でのパトロールを行いながら、不法投棄されたごみを発見したら回収し処
分を行う。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-4　低炭素・循環型社会の形成 係名

事業
目的 対象 住民

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

ごみの適正排出、分別の徹底を行い効率的で衛生的な
ごみ収集を行う。

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

町民１人あたりのごみ排出量 190 kg/年 231
不法投棄件数 38 件/年 ↘

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 283,809 282,973 311,303

　　　　　うち一般財源 261,942 261,750 289,236
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞
（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｂ必要性は変わらない 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性 Ａ町が担うべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

②R6年度
に実施し
た取り組
み

より安全なごみ収集を実施するため、
来年度の業務形態を関係者と協議し合
意した。

④今後の改
善計画

塵芥収集車の使用方法を変更す
る。

総合評価 Ⅲ　要改善（少しでも事業内容に改善の余地があり取り組むべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

より安全なごみ収集方法を検討する。

③取組の課
題

塵芥収集車の使用方法に課題が
ある。



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 22,067 一般財源 289,103

一般廃棄物等の収集、運搬、処分等に関する事業

・桑名広域清掃事業組合分担金【192,000千円】
・一般ごみ収集運搬業務委託【75,000千円】
・その他経常経費【44,170千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（9千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（21,181千円）指定ごみ袋購入費、塵芥収集車修理費等
　　　　　　　　　　　役務費（633千円）塵芥収集車車検手数料、損害保険料等
　　　　　　　　　　　委託料（19,567千円）粗大ごみ収集運搬業務委託料等
　　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（2,603千円）ごみ集積所設置等補助金
　　　　　　　　　　　公課費（177千円）

289,103

一般廃棄物等の収集、運搬、処分等に関する事業

・桑名広域清掃事業組合分担金【192,000千円】
・一般ごみ収集運搬業務委託【75,000千円】
・その他経常経費【44,170千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（9千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（21,181千円）指定ごみ袋購入費、塵芥収集車修理費等
　　　　　　　　　　　役務費（633千円）塵芥収集車車検手数料、損害保険料等
　　　　　　　　　　　委託料（19,567千円）粗大ごみ収集運搬業務委託料等
　　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（2,603千円）ごみ集積所設置等補助金
　　　　　　　　　　　公課費（177千円）

R10 事業費(千円) 311,170 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 22,067 一般財源R9 事業費(千円) 311,170 国補助 県補助

その他 22,067 一般財源 310,103

一般廃棄物等の収集、運搬、処分等に関する事業

・桑名広域清掃事業組合分担金【215,000千円】
・一般ごみ収集運搬業務委託【73,000千円】
・その他経常経費【44,170千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（9千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（21,181千円）指定ごみ袋購入費、塵芥収集車修理費等
　　　　　　　　　　　役務費（633千円）塵芥収集車車検手数料、損害保険料等
　　　　　　　　　　　委託料（19,567千円）粗大ごみ収集運搬業務委託料等
　　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（2,603千円）ごみ集積所設置等補助金
　　　　　　　　　　　公課費（177千円）

289,236

一般廃棄物等の収集、運搬、処分等に関する事業

・桑名広域清掃事業組合分担金【198,000千円】
・一般ごみ収集運搬業務委託【69,133千円】
　　※収集方法改善に伴い、塵芥収集車稼働車両3台→4台に変更
・その他経常経費【44,170千円】
　　内訳（主なもの）　旅費（9千円）普通旅費
　　　　　　　　　　　需用費（21,181千円）指定ごみ袋購入費、塵芥収集車修理費等
　　　　　　　　　　　役務費（633千円）塵芥収集車車検手数料、損害保険料等
　　　　　　　　　　　委託料（19,567千円）粗大ごみ収集運搬業務委託料等
　　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（2,603千円）ごみ集積所設置等補助金
　　　　　　　　　　　公課費（177千円）

R8 事業費(千円) 332,170 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 22,067 一般財源R7 事業費(千円) 311,303 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-7

事業名 塵芥処理経費



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 2 1

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1 1,131,503 1,075,420 ↓
2 - - ↑
3 - - ↑
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 8

事業名 ごみ減量・再資源化事業費
会計
一般

事業内容

一般家庭から排出される再生利用可能な資源ごみを分別回収することで、ごみの減量化・資源循環を図
る。
家庭から排出される資源ごみ〔缶・びん・新聞・雑誌・段ボール・雑紙・飲料用紙パック・ペットボト
ル・布・廃食油・小型家電〕を委託業者により分別収集し、各品目ごとに再生利用先へ搬入し処理を行っ
ている。町内の各団体が収集した資源ごみ（紙・布）について、1ｋｇあたり６円の補助金を交付してい
る。
ごみの減量・分別・リサイクルへの啓発を目指し、生ごみ処理機やコンポストの購入者に対し購入補助金
を交付している。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-4　低炭素・循環型社会の形成 係名

事業
目的 対象 住民

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

一般家庭から排出される資源ごみを分別処理し再生利
用可能な資源ごみを分別回収することで、ごみの減量
化・資源循環を図る。

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

資源ごみ回収量 1,143,414 kg/年 1,161,000
環境に配慮した生活をしている町民の割合 - ％ 81
3R運動をしていると答える割合 - ％ 68

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 23,730 23,747 25,831

　　　　　うち一般財源 18,295 17,891 20,659財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞
（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 A 必要性は高まると考えられる 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性
Ｂ町が担うとともに、町民

協働を進めるべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

②R6年度
に実施し
た取り組
み

プラスチック使用製品廃棄物について
再商品化の実証実験を実施した。 ④今後の改

善計画

プラスチック使用製品廃棄物再
商品化について、桑名広域清掃
事業組合と協議する。

総合評価 Ⅰ　拡　充（事業内容を現在の規模を超えて拡充すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

製品プラスチックの再資源化について
実証実験を行い、コストや成果を検証
する。

③取組の課
題

ごみの資源化や軽量化は、まだ
徹底できる余地がある。



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 5,172 一般財源 21,059

資源ごみや有害ごみの収集等に関する事業

・その他経常経費【26,231千円】
　　内訳（主なもの）需用費（538千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　役務費（12千円）通信運搬費
　　　　　　　　　　委託料（21,111千円）資源ごみ収集委託料等
　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（4,570千円）資源ごみ収集団体育成補助金等

21,059

資源ごみや有害ごみの収集等に関する事業

・その他経常経費【26,231千円】
　　内訳（主なもの）需用費（538千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　役務費（12千円）通信運搬費
　　　　　　　　　　委託料（21,111千円）資源ごみ収集委託料等
　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（4,570千円）資源ごみ収集団体育成補助金等

R10 事業費(千円) 26,231 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 5,172 一般財源R9 事業費(千円) 26,231 国補助 県補助

その他 5,172 一般財源 21,059

資源ごみや有害ごみの収集等に関する事業

・その他経常経費【26,231千円】
　　内訳（主なもの）需用費（538千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　役務費（12千円）通信運搬費
　　　　　　　　　　委託料（21,111千円）資源ごみ収集委託料等
　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（4,570千円）資源ごみ収集団体育成補助金等

20,659

資源ごみや有害ごみの収集等に関する事業

・その他経常経費【25,831千円】
　　内訳（主なもの）需用費（538千円）一般消耗品等
　　　　　　　　　　役務費（12千円）通信運搬費
　　　　　　　　　　委託料（20,711千円）資源ごみ収集委託料等
　　　　　　　　　　負担金補助金及び交付金（4,570千円）資源ごみ収集団体育成補助金等

R8 事業費(千円) 26,231 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 5,172 一般財源R7 事業費(千円) 25,831 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-8

事業名 ごみ減量・再資源化事業



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 2 1

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1
2
3
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 9

事業名 ごみ処理施設維持管理経費
会計
一般

事業内容

住民がごみの適正排出、分別の徹底を行ない、いつでも排出できる環境を整備し、効率的で衛生的なごみ
の排出を行うため、最終処分場及び、資源ごみストックヤード施設の維持管理に努める。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-4　低炭素・循環型社会の形成 係名

事業
目的 対象 住民

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

住民がごみの適正排出、分別の徹底を行い効率的で衛
生的なごみ収集を行うことができている。

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 64,945 9,868 8,263

　　　　　うち一般財源 12,187 9,868 8,263
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞

（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｂ必要性は変わらない 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性 Ａ町が担うべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

②R6年度
に実施し
た取り組
み

特になし

④今後の改
善計画

パンク防止等のため、最終処分場
敷地内に樹脂製敷板を設置する。
処理困難物について、域内の最終
処分を関係機関と検討する。

総合評価 Ⅰ　拡　充（事業内容を現在の規模を超えて拡充すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

施設内監視カメラを検討する。リサイ
クルセンターとしての機能追加や災害
時進入路造成を検討する。

③取組の課
題

災害時の廃棄物置場として機能
する様、再整備を検討する。



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 一般財源 5,788

最終処分場と資源ごみストックヤードの維持管理に関する事業

・その他経常経費【5,788千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（1,968千円）一般消耗品、光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（330千円）各種手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,196千円）施設管理委託料等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（264千円）仮設トイレ賃借料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（30千円）フォークリフト講習

6,788

最終処分場と資源ごみストックヤードの維持管理に関する事業

・最終処分場トイレ整備設計業務【1,000千円】
・その他経常経費【5,788千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（1,968千円）一般消耗品、光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（330千円）各種手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,196千円）施設管理委託料等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（264千円）仮設トイレ賃借料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（30千円）フォークリフト講習

R10 事業費(千円) 5,788 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R9 事業費(千円) 6,788 国補助 県補助

その他 一般財源 9,788

最終処分場と資源ごみストックヤードの維持管理に関する事業

・最終処分場側溝整備工事【4,000千円】
・その他経常経費【5,788千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（1,968千円）一般消耗品、光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（330千円）各種手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,196千円）施設管理委託料等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（264千円）仮設トイレ賃借料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（30千円）フォークリフト講習

8,263

最終処分場と資源ごみストックヤードの維持管理に関する事業

・最終処分場路面修繕【2,475千円】
・その他経常経費【5,788千円】
　　内訳（主なもの）　需用費（1,968千円）一般消耗品、光熱水費等
　　　　　　　　　　　役務費（330千円）各種手数料等
　　　　　　　　　　　委託料（3,196千円）施設管理委託料等
　　　　　　　　　　　使用料及び賃借料（264千円）仮設トイレ賃借料等
　　　　　　　　　　　負担金補助及び交付金（30千円）フォークリフト講習

R8 事業費(千円) 9,788 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R7 事業費(千円) 8,263 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-9

事業名 ごみ処理施設維持管理経費



令和６年度　事務事業マネジメントシート

款 項 目
4 2 2

１　事務事業の目的・内容

令和5年度 令和6年度 目標方向

1
2
3
4
5

事務事業Ｎｏ． 7- 10

事業名 し尿処理経費
会計
一般

事業内容

広域連携のもと、し尿や浄化槽汚泥を効率的に処理するため、その処理に伴う経費及び、施設の維持管
理、運営に対する経費を分担する。

政　策 9　持続可能な町の形をつくるために 課名 みらい環境課

施　策 9-5　環境衛生対策の推進 係名

事業
目的 対象 住民

目的（対象がどのよ
うな状態になっている

か）

し尿処理にかかる桑名・員弁広域連合への分担金

２　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

指標

指標名 令和4年度 単位 令和7年度（目標）

令和5年度（決算） 令和6年度（決算） 令和7年度（予算）

全体事業費（千円） 10,629 14,609 15,061

　　　　　うち一般財源 10,629 14,609 15,061
財源
内訳

３　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善＜※主管課長記入＞

（１）事務事業についての評価及び今後の方向性

個別評価 必要性

今後の必要性 Ｂ必要性は変わらない 有効性 目標達成度 Ａ達成できた

町関与の必要性 Ａ町が担うべき 効率性
対象者の適切性 Ａ対象者は適切である

コストの削減 Ａ削減の余地はない

②R6年度
に実施し
た取り組
み

特になし

④今後の改
善計画

今後も合理化事業を継続す
る。

総合評価 Ⅱ　継　続（事業内容の現状が最良でこのまま継続すべき）

（２）事務事業の業務改善について

①R6年度
の改善計
画

特になし

③取組の課
題

特になし



内訳

内訳

内訳

内訳 その他 一般財源 15,057

し尿・浄化槽汚泥処理及び合併処理浄化槽推進に関する事業

・その他経常経費【15,057千円】
　　内訳（主なもの）　負担金補助及び交付金（15,057千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桑名・員弁広域連合衛生関係負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合併処理浄化槽設置整備補助金等

15,057

し尿・浄化槽汚泥処理及び合併処理浄化槽推進に関する事業

・その他経常経費【15,057千円】
　　内訳（主なもの）　負担金補助及び交付金（15,057千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桑名・員弁広域連合衛生関係負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合併処理浄化槽設置整備補助金等

R10 事業費(千円) 15,057 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R9 事業費(千円) 15,057 国補助 県補助

その他 一般財源 15,057

し尿・浄化槽汚泥処理及び合併処理浄化槽推進に関する事業

・その他経常経費【15,057千円】
　　内訳（主なもの）　負担金補助及び交付金（15,057千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桑名・員弁広域連合衛生関係負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合併処理浄化槽設置整備補助金等

15,061

し尿・浄化槽汚泥処理及び合併処理浄化槽推進に関する事業

・その他経常経費【15,061千円】
　　内訳（主なもの）　負担金補助及び交付金（15,061千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桑名・員弁広域連合衛生関係負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合併処理浄化槽設置整備補助金等

R8 事業費(千円) 15,057 国補助 県補助 地方債

地方債 その他 一般財源R7 事業費(千円) 15,061 国補助 県補助

事業実施計画（議会説明等も含め手順・工程を記載）

実施計画書
事務事業Ｎｏ． 7-10

事業名 し尿処理経費


